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●国内消費の見極めの難しさ 

 国内消費の実態の見極めが難しくなっている。 

新型コロナの 5類感染症への移行、今春の賃上げ等で回復への期待が高まる一方、インフレによる節約

志向の高まりで下押し圧力が強まっている。まさにプラスとマイ

ナスの材料が入り混じる状況といえよう。 

加えて、折からのインバウンドによる観光消費の好調が目立つ

ことで、国内消費の実態がなおさら見えづらくなっている。 

こうした中、消費の基調を左右する、実質賃金の減少が続いて

いる点は無視できない（図表1）。今春の賃上げを経て、プラスに

転じる期待がもたれたものの、結局は前年割れの動きが続いてい

る。実質賃金の減少が続く中で、国内消費の好調が続くことは考

えにくく、基本的には警戒が必要といえよう。 

 

●スーパー売上の推移 

実質賃金の減少が続く中、いかに国内消費の基調を見極めるか

という点で、生活必需品の動向は大きなカギを握る。その一つと

して、スーパー売上の推移が注目されるが、足元は全国、関西と

もに増加傾向にあり、直近は前年比で 3％前後のプラスとなって

いる。 

ただし、足元の物価上昇を勘案すると、重要なのは表面的な売

上ではなく、インフレの影響を除いた実質売上の推移であろう。

そこでスーパーの商品のみを集めた「スーパー物価指数」を試算

し、その推移をみたものが図表2である。上昇率は8％台と極めて

高く、消費者物価全体の推移とは、23 年に入って大きく差が開い

ている。 

スーパー物価の高さは、食料品の値上げ圧力の大きさによるも

のであり、直近は前年比で 10％を超える。スーパーの売上は食料

品が8割を占めることから、大きな影響を受けざるを得ない。 

 

●実質売上の大幅な減少 

上記を元にした、スーパーの実質売上の推移は図表 3 のとおり

である。明らかに足元は大きく減少しており、厳しい状況といわ

ざるを得ない。各商品の値上げ分ほどは売上が伸びておらず、消

費者が購入量を減らしている様子がうかがえる。 

これが生活必需品を取り巻く消費の実態にほかならず、実質賃
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【図表2】 

テーマ：消費の基調を占うスーパーの実質売上 

～足元は前年比で6％前後の減少～ 

～4 

【図表1】 

【図表3】 
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金の減少に対応し、節約志向が月を追うごとに強まっていることは間違いない。 

こうした動きは生活必需品にとどまらず、これまで好調であった観光関連についても、業界からは国内

客の動きが息切れし始めたとの声が出始めている。 

 

●今後のインフレ動向 

国内消費の回復には、実質賃金の増加が不可欠という判断からすれば、今後のインフレの動向が非常に

大きなカギを握る。9 月には電気代・ガス代や、ガソリン価格に対する政府補助が終了を控えており、そ

のタイミングでインフレ率は一段と上昇する。実質賃金がプラスに転じるタイミングは、当分先にならざ

るを得ない。 

それと同時に、企業のコスト負担も増える中、中小企業を中心とした収益の悪化も懸念される。仮に企

業収益の悪化が続くようであれば、賃金の悪化も視野に入ってこよう。 

個人消費については、新型コロナの 5 類移行や、賃上げ効果のイメージが強いほか、なまじインバウン

ドの動きが良いだけに、停滞イメージはもたれにくい。ただし、所得環境や生活必需品の購入状況をみる

限り、すでに警戒が必要な状況であり、先行きも楽観が許されない。 
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